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国家戦略特区ワーキンググループ ヒアリング（議事録） 

 

（開催要領） 

１ 日時 平成 26 年 8 月 19 日（火）16：30～17：04 

２ 場所 永田町合同庁舎７階特別会議室 

３ 出席 

＜ＷＧ委員＞ 

座長 八田  達夫 大阪大学社会経済研究所招聘教授 

委員 原   英史 株式会社政策工房代表取締役社長 

＜関係省庁＞ 

吉田 大輔 文部科学省高等教育局長 

牛尾 則文 文部科学省高等教育局専門教育課長 

樋口  聰 文部科学省大臣官房総務課行政改革推進室長  

荻窪 恭明 農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課課長補佐 

＜事務局＞ 

       内田  要 内閣府地域活性化推進室長 

       富屋 誠一郎 内閣府地域活性化推進室室長代理 

藤原    豊 内閣府地域活性化推進室次長 

       松藤 保孝  内閣府地域活性化推進室参事官 

       宇野 善昌  内閣府地域活性化推進室参事官 

 

（議事次第） 

１ 開会 

２ 議事 獣医師養成系大学・学部の新設 

３ 閉会 

 

 

○藤原次長 それでは、最後のセッションでございますが、前回に引き続きまして、獣医

学部の新設についての議論ということで、文部科学省吉田局長ほか皆様、農林水産省の御

担当の方にお出でいただいております。 

 前回のヒアリング後、関係資料をまた御提出いただいて私どもも何とかそしゃくしよう

と思ったのですが、なかなか評価が難しい形のものでしたので、また何度かやりとりをさ

せていただいた上で本日はリバイスをしていただいて両省から資料を出していただいてお

ります。 

 まず資料についての御説明を伺った上での意見交換という形になると思いますけれども、
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八田座長、よろしくお願いいたします。 

○八田座長 どうも暑いところをまたお越しくださいまして、ありがとうございます。 

 それでは、資料について御説明をお願いいたしたいと思います。 

○吉田局長 では、私のほうから、まず私どものほうで提出させていただいております資

料について簡単に説明させていただきます。 

 獣医学部の入学定員の推移ということで、資料の２枚目を御覧いただきたいと存じます。

これを御覧いただきますと、昭和50年に定員増を行いまして、そこで930という姿になりま

したけれども、それ以来、ずっと930という定員のままで推移してきているということでご

ざいます。 

 これは昭和51年に農林水産省での報告で、将来の獣医師需給は昭和49年時点よりも相当

減少するという見通しのあったものですから、昭和51年の報告書以降、具体的な需給の増

減に関する見通しというものが示されておりませんので、この930という定員についてもず

っとそのまま推移してきているというようなことでございます。 

 最初の１枚目の紙を御覧いただきますと、これは獣医系の大学における入学率と就職率

との関係をグラフ化したものでございます。上のほうの資料が、これは県単位で見たもの

でございます。下のほうが今度は地域単位でございまして、地域というのは資料の右側の

ほうにありますように、例えば北大ですと北海道、東北というような形で整理したもので

ございます。そういう意味では、この自県内の入学者と、そこの地域における就職状況、

これがこういうふうな相関関係があるということでございます。 

 これを整理したのが、その次にこの表がございますけれども、その結果を４点ほど整理

しています。最初のポツは別に大したことはありませんけれども、２点目が獣医系大学へ

の自県、自地域からの入学率は、地方大学よりも都市の大学のほうが高い。また、自県、

自地域への就職率も地方の大学よりも都市の大学で高い。都市部の大学は自地域からの入

学者が多くて、また自地域へ多くの獣医師を送り出しているということでございまして、

簡単に申し上げますと、都市型の大学の場合には、その地域から入学してきて、あとその

地域に就職をするという割合が高いのに対して、地方の大学の場合には、ある意味では他

の地域からたくさん入学してきて、また就職も他の地域に出ていく、こういった傾向が見

られるということでございまして、地方大学の場合には所在地域によって卒業生がその地

域に定着するがどうかということについては、必ずしも高くないという傾向が見て取れる

ということでございます。 

 私のほうからは以上です。 

○荻窪課長補佐 そうしたら、農林水産省から御説明をさせていただきたいと思います。 

 別紙の４枚のつづりになっているものを御覧いただければと思います。 

 まず、１枚目が、都道府県別の獣医師数及び家畜数というものでございます。一番上は

全国、それから各都道府県、47都道府県の数を並べさせていただいているものでございま

す。 
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 左上のカラムの獣医師数でございますが、これは獣医師法という法律がございまして、

その中で獣医師は２年に１回、届出をしなさいということになってございます。その届出

の数がこちらになってございます。一番上の全国の３万8,293というのは、届け出した獣医

師の数でございます。これは平成24年12月末現在の数字でございます。その内数といたし

まして、産業動物の診療に携わっている獣医師の方、小動物の診療に携わっている獣医師

の方という形の数字になってございます。 

 乳用牛からブロイラーまで、これは畜産統計というものがございますので、そこで示さ

れている数字。これは平成26年２月１日現在の飼養頭数というものでございます。 

 一番右の犬でございますが、これは厚生労働省のほうがやってございます狂犬病予防法

に基づく犬の登録というのがございます。その登録をされている犬の数というのを示させ

ていただいているところでございます。 

 例えばでございますが、産業動物診療の獣医師、全国で今4,366人という数がおりますけ

れども、その獣医師１人当たりの牛の数、牛の飼養されている数、この乳用牛、肉用牛を

足した数になりますが、これが今大体足し上げると396万2,000頭おります。それを獣医師

の数で割ると、大体１人当たりの平均でございます牛の頭数、全国平均で907頭ぐらいにな

る状況でございます。そういう中で、例えば、飼養頭数の多い北海道だとか、鹿児島、宮

崎などを見ると、北海道ですと１人当たりの獣医師だと1,241頭、宮崎などだと1,200頭、

鹿児島などだと1,200頭という形で平均値よりも多い１人当たりの飼養頭数になるかなと

いう状況でございます。 

 一方、例えば鳥取県などを見ますと692頭、新潟県などを見ますと487頭という形で平均

値よりも少ない１人当たりの数になっているというのがこの表から見て取れるかと思って

ございます。 

 ２ページを御覧いただければと存じます。これは今冒頭話した獣医師の数でございます。

これを職種ごとにお示しした数になってございます。御覧いただければと思います。 

 ３ページ目でございますが、今度は今の各分野の獣医師の20年間の推移というのを示さ

せていただいたグラフになってございます。これも参考資料ということでお付けさせてい

ただいているものでございますので、御覧いただければと思います。 

 最後の４ページ目でございますが、こちらは各国における獣医師数及び牛・犬の飼養頭

数の比較という形の資料を御準備させていただいたところでございます。 

 日本でございますが、先ほどお示しさせていただいたとおり、獣医師数につきましては

３万8,000人強ということでございます。その中で牛の飼養頭数が406万5,000頭ということ

でございます。ですので、１人当たりの牛の飼養頭数は106頭となります。犬の飼養頭数で

ございますが、1,087万頭ということになってございますので、獣医師１人当たりの犬の飼

養頭数というのは284頭ということになってございます。 

 それと比較いたしまして、アメリカ、オーストラリア、ドイツ、メキシコという形の数

字を並べさせていただいてございますが、アメリカ、オーストラリアと比べた場合に、日
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本の獣医師が見る１人当たりの牛の飼養頭数というのは極めて少ない数になっているのか

なと思ってございます。 

 犬、猫、これはアメリカ、オーストラリアしかデータはございませんけれども、ほぼ同

等ぐらいの数の頭数を見ているのかなというのがこの資料から見て取れるかなと思ってい

るところでございます。 

 私からの御説明は以上でございます。 

○八田座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、委員の方から御質問はありませんか。 

○原委員 まず、全般に家畜数、ペットの数の推移と言いますか、需要がどのように推移

をしてきて、それが入学定員の推移にどう反映されてきたのかというのは、大体どんなふ

うに理解したらよろしいですか。本当は数字がちゃんとあるといいのですけれどもね。 

○荻窪課長補佐 個々の推移ですか。入学定員。 

○原委員 はい。要するにニーズが増えているからこそ、多分昭和40年代から50年代にか

けては定員を増やされてきて、その後は大体十分足りたということになって一定にされて

きたということだと思うのです。そこはどういう判断根拠があったのかということなので

す。数字は多分今すぐにお持ちではないと思いますので、大体どんなものだったのですか

というところを今日の時点で教えていただければと思います。 

○荻窪課長補佐 獣医師の数でございますが、古いのはそうですね。今回のは20年間のし

かお示ししていないので、この前の例えば、40年代の数がどうであったかというのは御準

備していないのですが、傾向とするとこういう形で増えてきたというのが多分見て取れる

のだと思います。 

○原委員 動物の数。 

○荻窪課長補佐 例えばですけれども、これも平成４年からの数字しか今手元にないので

ございますが、肉用牛につきましては、平成４年段階で290万頭、乳用牛については208万

頭ということでございます。それが平成26年、今回のデータになりますと乳用牛が139万

5,000頭、肉用牛が256万7,000頭ということで、若干減少傾向にあるのかなというところは

見て取れると思います。 

○原委員 それ以外の全般にはどんなものかというのは分かりますか。おそらく今おっし

ゃられた数字の推移というのは、先ほどの４枚紙の資料の３ページのところで拝見すると、

多分平成４年ぐらいからのところで赤い三角の産動業動物用の獣医師というのは若干減っ

ていますと。 

○荻窪課長補佐 そうですね。ここのところについては平成４年であれば、約5,400人おり

ましたけれども、平成24年であれば4,400人という形で、大体1,000人ぐらい減少してきて

いるというのが数になります。 

○原委員 一方で、この20年で見て小動物診療というのは３倍近くですか。 

○荻窪課長補佐 そうですね。平成４年であれば6,400人ぐらいでございましたけれども、
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その中で平成24年であれば約１万5,000人という形ですので、2.5倍弱、それぐらいになっ

てくると思います。 

○原委員 これは先ほどの動物の数でも登録しているのが犬だけで、多分それ以外のペッ

トはなかなか数を把握することが難しいということなのですか。 

○荻窪課長補佐 そうですね。以前の数字はないのですけれども、近年ペットフード協会

というところがございまして、そこのところが専門業者を使っていろんな推計をしている

のですけれども、平成15年からのデータしか手元にないですが、例えば犬の飼養頭数です

と、平成15年が1,100万頭ぐらいであったものが、多い時期で平成20年ぐらいが一番多かっ

たのですが、1,300万頭強になっております。それが平成24年で1,100万頭強に今減ってき

ている状態でございます。 

 もう一方、猫というのも調べてございまして、それについては平成16年が1,000万頭ちょ

っとを超えるぐらいおりましたけれども、現在は1,000万頭を切る970万頭程度に減ってき

ているというのが現状でございます。 

○原委員 そのときに獣医師の数のほうは平成14～15年ぐらいのところからも相当増えて

いるのですが、1.5倍ぐらいになっているのですが、それはどういう認識、理解をされてい

ますか。 

○荻窪課長補佐 もちろん頭数の話もあるのだと思いますけれども、獣医療自体が高度化

をしてきているということもございますので、そういう中で役割分担ということもきっと

あるのだと思いますし、例えば、一時診療的なところをやられる先生方も必要でしょうし、

また、高度なところをやられる方々も必要になるので、そういう意味では新規の方の参入

というのが増えたのかなとは思ってございます。 

○原委員 数字を見ていて分からないところだけ先に伺うと、これは４枚紙の１枚のほう

で、地域での偏在性というのは今大体全般にはどういうふうに御理解をされているでしょ

うか。 

○荻窪課長補佐 この数字からだとなかなか偏在性というのは見て取りづらいのかなと思

いますけれども、例えば牛などの頭数で見ると、先ほどお話ししたように１人当たりの獣

医師、産業動物獣医師あたりでございますが、全国的に907頭。そういう中で北海道だとか

宮崎、鹿児島などという家畜の多いところなどで見ると1,200頭ぐらいになってございます。

そういう意味では１人当たりの負担が大きいということでは、そういうところへの産業動

物獣医師の必要性というのはあるのかなと思いますので、そういう意味でこのデータから

偏在というのは少し読み取れるかなと思ってございます。 

○原委員 足りないところは牛や豚といったときに、北海道以外の地域は比較的頻繁に使

われている。 

○荻窪課長補佐 あとはどうしても獣医師の元々の数との関係も出てきますので、そこは

評価が難しいかもしれませんけれども、基本的にはそういうように家畜の飼養頭数の大き

いところというのは獣医師の数というのが少し足りないかなという傾向にはあるのだと思
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います。 

○原委員 あともう一つ、一方の小動物診療というほうで見ると、これは東京の数という

のが圧倒的にものすごく多いのですけれども、一方で、犬の登録数で見ると、東京は他の

例えば愛知とかそういうところと比べてそんなに変わらないのですね。獣医師の数のほう

が圧倒的に多くなっているのですけれども、これは先ほどおっしゃられたような高度な動

物診療をやるような獣医師というのが東京に比較的集中して分業体制になっているという、

そんなことなのでしょうか。 

○荻窪課長補佐 そういう一面もあるのかと思います。ただ、この登録頭数というのが、

実際に厚生労働省でやっているものですけれども、例えば、先ほどお話のようにペットフ

ード協会などの推計を見ると、1,100万頭程度犬がいるという推計がある中で、この登録頭

数が670万頭強、680万頭ということで、全てが登録されているのかというところでは少し

疑問があるのかなと思いますので、東京都の犬自体が本当にこの数というのは我々も何と

も申し上げられないので難しいと思いますけれども、先生おっしゃるように獣医療の高度

診療の部分が多いとかというのは一部あるのかとは思います。 

○原委員 これは前回もお話を申し上げましたように、入学定員をどうするのか、どう設

定するのかというのを判断される上で、当然に動物の数がどれぐらいあって、実ニーズが

どれぐらいあるのかというのは、多分一定の形できちんととられているものだと認識して

おったのですが、そこは必ずしもそういう客観データを整理した上でされているわけでは

ないということですね。 

○荻窪課長補佐 少なくとも獣医師の届出とか畜産統計というのはずっと以前からやって

いるものですので、そういうデータをもとにそういう判断をしてきたとは認識しておりま

す。 

○原委員 何らかの基準を作られて、この水準を超えたらまた増やしましょうということ

がなされてきたのかどうかということが一つと、もう一つ、先ほどおっしゃられたように、

特にペット医療についての高度化する、専門化をするというような状況が生じてきて、多

分動物の数以上に獣医師に対するニーズが増えているという環境があるのだろうと思うの

ですけれども、それについては過去の10年、20年の状況というのはどう評価されてきてい

るのかという、おそらくその整理がないと入学定員をずっと一定にさせるということが妥

当なのかどうかというのが本来判断できない事項だと思うのです。 

○荻窪課長補佐 １点目の判断の基準があったのかというところですが、申し訳ございま

せん、私のほうではそれを認識してございませんので、御回答できないかと思います。 

 高度化、専門化のところは確かにそういう影響はあるかと思っていますけれども、それ

をどう評価したかというのは同じように基準みたいなものは承知していないので。 

○八田座長 これはどうも原則論に混ぜっ返して悪いかもしれないけれども、原則論とし

ては今のようなデータをきちんと公表して、これから獣医師になろうという人に対しては、

現在の獣医師の賃金はどのくらいですと、これまでに上がってきたとか下がってきたとか
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ということ。それから、今の需給に関することも国際比較も含めてどういう状況だという

ことをきちんと世の中に知らせる必要があると思うのです。それをやったら、定員数を国

で決める必要は全くない、やりたい大学はいくらでもやりなさいと。要するに、きちんと

獣医師になりたい人も将来のことに関しての最善の情報を持ち、それから、獣医師学校を

開設しようというところもそれに見込みを持ったらば、あとは文部科学省としてきちっと

やるべきことはそこの獣医学校がきちんとした質を担保しているかどうか、それだけを審

査すればいい。需給調整をするということは必然的に既得権を守りますから、それはやる

べきではなくて、なるべく競争して、獣医師の職業も他の法律の職業とかそういうのと全

く同じように競争してもらうというのが、元来は原則論でないかと思うのです。 

 だから、今のデータのところがこの関連に入ってこようという人にきちんと公表されて

いないというのは大きな問題ではないかなと思います。 

○荻窪課長補佐 １点よろしいでしょうか。確かにそれを一覧表、そういう形ではお示し

していないかもしれないですけれども、22条の届出でございますが、これは２年に１回で

ございますが、届出があったときに必ずそれは公表させていただいてございます。畜産統

計の飼養頭数についても公表させていただいているところでございます。 

 そういう状況の中で、今、学生などの就業状況などをお聞きすると、やはり小動物診療

への従事者というのが、飼養頭数の減少というのも一部あるのだと思いますけれども、そ

ういう中で減少してきているというのが今の状況でございます。 

 その一方、産業動物獣医師への就業者というのは、今、食の安全だとか、家畜伝染病の

予防の対策などの重要性というのも文部科学省の事業の中でもやっていただいてございま

すので、そういう認識が増えてきている中で増加傾向にあるという状況でございまして、

その中では全国的に産業動物獣医師の確保というのはおおむねできているのかなというの

が現状になってございます。 

 ただ、やはり先ほどの地域偏在というお話もございましたけれども、一部の地域では産

業動物獣医師の確保がなかなか正直進まないような地域というのがあるというのが現状だ

と思いますので、そういう中で我々としては獣医師の数そのものというよりも、これまで

獣医学生に対する修学資金だとか、あとは実習研修、現場を知ってもらうような研修をや

って、そういう中から獣医師の地域なり職域の偏在というものの解消に努めてきたところ

でございます。ですので、引き続きそういうデータも示しながら、都道府県と連携しなが

らそういう対策というのを進めて、地域偏在、職域偏在の対策を進めていけたらとは思っ

ているところでございます。 

○八田座長 分野別の獣医師数の推移のところで、獣医事に従事する者というのは、大体

どういう職業なのですか。 

○荻窪課長補佐 こちらはそこにある公務員、産業動物診療、小動物診療、その他の分野

に従事している方の合計でございます。合計が獣医事に従事する者になります。 

○八田座長 青いのが合計ではないのですか。しない者とする者と。分かりました。 
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 あと、研究に属している人はどこにあるのですか。 

○荻窪課長補佐 大学の先生とか、民間の例えば、製薬会社の研究者などはその他の分野

というところにおります。 

○八田座長 ここは結構需要がどんどん高くなるのではないかと思います。けれども、多

少上がっていますね。 

○荻窪課長補佐 そうですね。平成４年が大体4,000人程度だったのが、今5,500人程度と

数字ではなってございます。 

○八田座長 獣医の平均所得に関する統計というのはあるのですか。 

○荻窪課長補佐 これは平成25年になるのですが、日本獣医師会のほうが全国の獣医師向

けに調査をした結果でございますけれども、小動物診療の獣医師であれば、雇用者のほう

であれば平均年齢49歳でございますが、1,300万円弱でございます。常勤の被雇用者、これ

は60歳以下でございますが、平均年齢にすると33歳程度で500万円強というような数字が出

てございます。 

 また、一方、産業動物診療の獣医師でございますが、こちらについては雇用者のほうで

ございますが、平均年齢が56歳程度の中で1,000万円程度。常勤の被雇用者であれば35歳平

均ですけれども、500万円程度という数字が出てございます。 

○八田座長 時系列でどう変遷してきたかというのは分からないのですか。 

○荻窪課長補佐 そういうような調査はしていないと存じております。 

○原委員 人数で見たときに、今の同じ表ですけれども、これは全体で20年間で１万人ぐ

らい増えていると理解してよろしいのですね。 

○荻窪課長補佐 全ての合計で申し上げますと、平成４年の段階が２万8,000人程度でござ

います。それが平成24年ですと３万8,000人強ということで、約１万人増えていると御理解

いただければと思います。 

○原委員 年間930人卒業して、やめていく人が400ぐらいで、500ずつぐらい。 

○荻窪課長補佐 そういう形になるかと思います。 

○原委員 大分お年の方が増えていて、あまりアクティブでない獣医師が増えてきている

ということでもあるわけですか。 

○荻窪課長補佐 例えば、産業動物なり診療の先生方であると、定年というのが基本的に

ございませんので、結構なお年までやられているとは聞いております。 

○八田座長 今、文部科学省の大学設置でもって需給のことを考慮して定員を制限してい

るのは、医学部はそうですし。 

○吉田局長 医、歯、獣医師、船舶職員ですね。 

○八田座長 他の職業では、例えばエンジニアとかそういうところは特に需給のことを考

えてはいないわけですね。 

○吉田局長 ですから、どちらかと言いますと国家資格の場合と非常に密接に関連があっ

てというところにそういうものが入っているとお考えいただければと思います。 
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○八田座長 そうすると、国家資格が能力の検定というよりは、需給調整の道具になって

いるという側面があるということなのですかね。大学側から言えば、せっかく卒業したの

に国家資格を取れないとまずいではないかということがあるから、どうしても国家資格の

ほうを制限しているほうに合わせざるを得ないということですか。 

○吉田局長 ある程度そうかもしれません。 

○八田座長 獣医師は国家資格があるわけですから、そうすると、研究者になるためには

それがなくてもいい。要するに獣医学を勉強して、獣医の学士だか修士だかをとったらば、

そこで研究者になることはできるわけですね。そういう人も結構いるわけでしょうか。 

○牛尾課長 数としてはそんなに多い数ではないですし、実際には必要はありませんけれ

ども、獣医師の資格を取った上で研究の道に進まれている方もいらっしゃるので、そこの

精密な分析は今ございません。 

○八田座長 今、医学部が少ないものだから、医学の研究に理学部卒業の人はいるけれど

も、医者出身の人が少なくなったので困ったという人が多いのですが、獣医学部から入っ

てくる人が結構いるのではないかと思うのです。 

○牛尾課長 大学院ではもちろん獣医学と医学の連携もやっておりますし、あとは畜産学

とか関連する分野もございますので、そういったところから入っていらっしゃる方もいら

っしゃるかと思います。 

○八田座長 となると、あまり国家試験を気にしないで獣医学部を増やしても、それなり

の社会的ニーズは非常にあるのではないかという気もするのです。 

 さて、非常に難しい立場におありになることはよく分かっているのですけれども、これ

はどういうふうにしますか。理屈の上では一連の国家資格に基づいた需給調整というのは

良くないものだと思うのですが、特に獣医の場合には、数を増やしても、だからといって

国家試験に抵触して社会的に需要がないというのとは随分違うような気がするのです。そ

れなりに役に立つ面があるのではないかと思います。 

 あと事務的にはどう進めますか。 

○藤原次長 今日、また色々と資料の御要請も委員の方からございましたので、引き続き

議論を続けていくということではないかと思うのですが、いかがでございましょうか。 

○八田座長 獣医の団体の政治的な力というのは結構昔から色々あるのですか。これは農

林水産省にまず力をかけて、それから文部科学省にという感じですかね。あまり答えられ

ないですね。不思議な感じが確かにするのでね。 

 それでは、時間をとって申しわけありませんけれども、今後とも協議させていただきた

いと思います。どうもありがとうございました。 


